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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　水酸化マグネシウムを４００～１０００℃で焼成することにより得られる酸化マグネシ
ウムと、ポリオキシアルキレン基を有しＨＬＢ値が１４．５以下の非イオン型界面活性剤
と、を含有することを特徴とする植物病害防除剤。
【請求項２】
　前記ＨＬＢ値が１２．５以上であることを特徴とする請求項１に記載の植物病害防除剤
。
【請求項３】
　前記非イオン型界面活性剤が、親水基としてポリエチレングリコール基を、疎水基とし
て炭素数４～２０のアルキル基又はアリール基を有することを特徴とする請求項１又は２
に記載の植物病害防除剤。
【請求項４】
　前記非イオン型界面活性剤が、オクチルフェノールポリエチレングリコールエーテル及
びノニルフェニルポリエチレングルコールから選択される１種類以上であることを特徴と
する請求項３に記載の植物病害防除剤。
【請求項５】
　前記非イオン型界面活性剤を０．０１５～１．０質量％含むことを特徴とする請求項１
～４のいずれか１項に記載の植物病害防除剤。
【請求項６】
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　水酸化マグネシウムを４００～１０００℃で焼成することにより得られる酸化マグネシ
ウムと、ポリオキシアルキレン基を有しＨＬＢ値が１４．５以下の非イオン型界面活性剤
と、を併用することを特徴とする植物病害防除方法。
【請求項７】
　前記酸化マグネシウム及び前記非イオン型界面活性剤を、土壌作土層に混和すること、
育苗培土に混和すること、葉面処理すること、根部浸漬させること、株元灌注すること、
のいずれかにより植物に施用することを特徴とする請求項６に記載の植物病害防除方法。
【請求項８】
　イチゴ炭そ病、ピーマン炭そ病、キュウリ灰色かび病、トマト灰色かび病、又はメロン
うどんこ病から選択される植物病害を防除することを特徴とする請求項６又は７に記載の
植物病害防除方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、仮焼酸化マグネシウムを使用する植物病害防除剤及び植物病害防除方法に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　植物病害は、植物が罹患する病害であり、農産物の生産性の低下を招くなど問題となっ
ている。植物病害は植物に病原菌などが接触して増殖することで発病する。すなわち、１
）病原菌等の存在、２）病原菌等の植物への接触、３）増殖の３つの過程を経て発病する
。したがって、これらの３つの要因のいずれかのうち少なくとも１つを抑制すれば、病害
の発生を抑制、防除することができる。
【０００３】
　植物病害には、土壌感染性や空気感染性など様々な種類が存在する。例えば、土壌感染
性の病害（以下、土壌病害ということがある。）では、土壌中に生息し、植物病原性を有
する細菌や糸状菌などが、作物の根部から感染し、植物体内を移動、増殖することにより
、作物は正常な生育が阻害され、重篤な場合は萎凋、枯死に至ることが知られている。さ
らに、植物病原性を有する細菌や糸状菌は、上記のように土壌からだけでなく、作物の葉
面などから感染するものも存在する。例えば、トマト灰色かび病は、その病原菌の分生子
が空気中に飛翔して葉面など作物表面に付着することで感染する。
【０００４】
　植物病害を防除するための植物病害防除剤として、従来、水酸化マグネシウムを低温で
焼成した酸化マグネシウム（仮焼酸化マグネシウムとも呼ばれる）を使用する技術が知ら
れている（例えば、特許文献１参照）。仮焼酸化マグネシウムの結晶表面の配位不飽和な
不対電子は、雰囲気中の引き抜かれやすい水素原子と反応することにより、ラジカル種を
生成する。このラジカル種が植物の病害抵抗性遺伝子の発現を誘導することで、植物病害
が防除されると推測される。すなわち、仮焼酸化マグネシウムは、植物の表面組成に多価
フェノールや不飽和脂肪酸の水素原子を引き抜き、活性酸素種を発生するものと考えられ
る。
【０００５】
　一方、植物病害防除剤の効果を高めるための一般的な方法として、有効成分に界面活性
剤を添加することにより、活性物質の溶媒中への可溶化、微粒子の分散性向上を図り、反
応性を高める技術が知られている（例えば、特許文献２～４参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】国際公開第２０１３／９９６６３号（請求項１など）
【特許文献２】特許第４４３４６３８号公報（請求項１など）
【特許文献３】特開２００５－１４５８４７号公報（請求項２など）
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【特許文献４】特開２００４－８３４８６号公報（請求項１，７など）
【特許文献５】特開２０１０－２６１０７５号公報（段落０００９など）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上述した仮焼酸化マグネシウムは固体であり、病原菌や植物も同じく固体である。この
ため、病原菌や植物の表面組成の多価フェノールや不飽和脂肪酸に対する仮焼酸化マグネ
シウムの作用性は、固体と固体の反応であり接触面積が小さいため、病害防除作用は弱く
なる。
【０００８】
　また、仮焼酸化マグネシウムによる防除作用の最初のターゲットの一つとなる多価フェ
ノールは、植物や病原菌の表皮組織の一成分であるが、これはマグネシウムなどの金属イ
オンと速やかに反応して不溶性の錯体を形成しやすいことが知られている（例えば、特許
文献５参照）。すなわち、仮焼酸化マグネシウムが多価フェノールと共存すれば、不溶性
錯体を形成し、目的とする機能が阻害されることになる。
【０００９】
　このように、仮焼酸化マグネシウムと病原菌や植物とは固体－固体系での反応であるこ
と、上記の不溶性マグネシウム錯体が形成されることなどが原因で、病原菌や植物への仮
焼酸化マグネシウムの作用は阻害される。このため、仮焼酸化マグネシウムを用いた植物
病害防除技術において、防除効果のさらなる向上が求められていた。
【００１０】
　本発明の目的は、病害防除効果に優れた植物病害防除剤及び植物病害防除方法を提供す
ることにある。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　以上の目的を達成するため、本発明者らは鋭意研究を重ねた結果、仮焼酸化マグネシウ
ムと特定の非イオン型界面活性剤とを併用することで、病害防除効果が顕著に高まること
を見出し、本発明を完成させるに至った。
【００１２】
　すなわち、本発明は、水酸化マグネシウムを４００～１０００℃で焼成することにより
得られる酸化マグネシウムと、ポリオキシアルキレン基を有しＨＬＢ値が１４．５以下の
非イオン型界面活性剤と、を含有することを特徴とする植物病害防除剤である。
【００１３】
　また、別の観点からは、本発明は、ラジカル種を生成する酸化マグネシウムと、ポリオ
キシアルキレン基を有しＨＬＢ値が１４．５以下の非イオン型界面活性剤と、を含有する
ことを特徴とする植物病害防除剤である。
【００１４】
　これらの場合において、ＨＬＢ値が１２．５以上であることが好ましい。
【００１５】
　上記において、前記非イオン型界面活性剤が、親水基としてポリエチレングリコール基
を、疎水基として炭素数４～２０のアルキル基又はアリール基を有すると好適である。
【００１６】
　この場合において、前記非イオン型界面活性剤が、オクチルフェノールポリエチレング
リコールエーテル及びノニルフェニルポリエチレングルコールから選択される１種類以上
であることが好ましい。
【００１７】
　また、前記非イオン型界面活性剤を０．０１５～１．０質量％含むことが好適である。
【００１８】
　また、本発明は、水酸化マグネシウムを４００～１０００℃で焼成することにより得ら
れる酸化マグネシウムと、ポリオキシアルキレン基を有しＨＬＢ値が１４．５以下の非イ
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オン型界面活性剤と、を併用することを特徴とする植物病害防除方法である。
【００１９】
　また、別の観点からは、本発明は、ラジカル種を生成する酸化マグネシウムと、ポリオ
キシアルキレン基を有しＨＬＢ値が１４．５以下の非イオン型界面活性剤と、を併用する
ことを特徴とする植物病害防除方法である。
【００２０】
　また、前記酸化マグネシウム及び前記非イオン型界面活性剤を、土壌作土層に混和する
こと、育苗培土に混和すること、葉面処理すること、根部浸漬させること、株元灌注する
こと、のいずれかにより植物に施用することが好ましい。
【００２１】
　さらに、イチゴ炭そ病、ピーマン炭そ病、キュウリ灰色かび病、トマト灰色かび病、又
はメロンうどんこ病から選択される植物病害を防除すると好適である。
【発明の効果】
【００２２】
　以上のように、本発明によれば、病害防除効果に優れた植物病害防除剤及び植物病害防
除方法を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
１．植物病害防除剤
　本発明の植物病害防除剤（以下、単に「植物病害防除剤」という）は、水酸化マグネシ
ウムを４００～１０００℃で焼成することにより得られる酸化マグネシウムと、ポリオキ
シアルキレン基を有しＨＬＢ値が１４．５以下の非イオン型界面活性剤と、を含有するこ
とを特徴とする。以下、植物病害防除剤の詳細について説明する。
【００２４】
（１）酸化マグネシウム
　本発明で使用する酸化マグネシウムは、水酸化マグネシウムを比較的低温、具体的には
４００～１０００℃の範囲内で焼成した酸化マグネシウムであり、仮焼酸化マグネシウム
とも呼ばれる（以下、「仮焼酸化マグネシウム」という）。焼成温度が４００℃を下回る
と水酸化マグネシウムの酸化マグネシウムへの変換が不十分で、逆に１０００℃を上回る
と酸化マグネシウムの結晶構造の不規則性が少なくなり植物病害防除効果が低下しやすく
なる。焼成温度は、上記の範囲であるが、好ましくは５００～９００℃の範囲内であり、
さらに好ましくは６００～８００℃の範囲内である。また、焼成時間は、特には限定され
ないが、通常は５～９０分間、好ましくは１０～６０分間である。焼成雰囲気は、通常の
空気中でもよく、酸化ガス雰囲気中でもよい。
【００２５】
　ここで、原料となる水酸化マグネシウムとしては、主成分としてＭｇ（ＯＨ）２を８０
％以上含有する水酸化マグネシウム含有化合物を用いてもよい。水酸化マグネシウムの製
造方法としては、海水と石灰とを反応させて生成する方法や、天然の鉱物であるブルーサ
イトから精製する方法などを挙げることができる。水酸化マグネシウムには、ＳｉＯ２、
Ａｌ２Ｏ３、ＣａＯ、Ｆｅ２Ｏ３又はＢ２Ｏ３（全て酸化物として表示）が微量、例えば
それぞれ２％以下含まれていてもよい。また、水酸化マグネシウムの粒度は１ｍｍ以下が
好ましいが、その他は特に限定されない。
【００２６】
　仮焼酸化マグネシウムの含有量は、水希釈により調整した植物病害防除剤の全量に対し
て、０．０１～１．０質量％の範囲内であり、好ましくは０．０３～０．７質量％の範囲
内であり、より好ましくは０．０５～０．５質量％の範囲内である。仮焼酸化マグネシウ
ムの含有量が０．０１質量％を下回ると、植物病害防除効果が低くなる傾向にあり、１．
０質量％を上回ると、散布時の散布機の目詰まり、散布後の植物被覆膜の形成などを起こ
しやすくなるため、好ましくない。
【００２７】
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　このような仮焼酸化マグネシウムは、優れた植物病害防除効果を示す。これは、上記の
仮焼酸化マグネシウムが、ラジカル種の生成を触媒し、その結果生成したラジカル種が、
直接的あるいは間接的に植物病害に作用することにより、優れた植物病害防除効果を示す
ものと考えられる。すなわち、本発明に使用される仮焼酸化マグネシウムは、ラジカル種
を生成する酸化マグネシウムということもできる。
【００２８】
　植物病害防除剤に含まれる仮焼酸化マグネシウムは、水溶解度が小さいため、植物病害
防除効果を持続させることができる。また、土壌に混和された仮焼酸化マグネシウムは、
マグネシウム成分として作物の生育に必須の中量要素養分であり、かつ、水溶解度の小さ
い無機化合物であるので、土壌系外へ移動し難く環境動態的には極めて安全な化合物であ
る。
【００２９】
　上記の間接的な病害防除としては、植物が本来有する病害に対する抵抗性を仮焼酸化マ
グネシウムが誘導するメカニズムが考えられる。植物のもつ病害抵抗性遺伝子の発現はラ
ジカル種により誘導されるが、仮焼酸化マグネシウムは固体塩基触媒として化合物の水素
原子を引き抜く作用があり、ラジカル種を生成して抵抗性遺伝子の発現を誘導し、病害を
抑制防除すると推測される。なお、仮焼酸化マグネシウムの水素原子を引き抜く作用は、
仮焼酸化マグネシウム結晶表面の配位不飽和度の高いものが強いと考えられる。また、直
接的な病害防除としては、生成したラジカル種が病原菌に直接ダメージを与えることで死
滅させる作用が考えられる。
【００３０】
　仮焼酸化マグネシウムのＢＥＴ比表面積は、１００～４００ｍ２／ｇであることが好ま
しい。また、仮焼酸化マグネシウムのＸ線回折における全ピークに対する結晶面（１１１
）の積分強度で示される相対積分強度は、５％以上が好ましい。ＢＥＴ比表面積の値が大
きいほど、また相対積分強度が高いほど、水素原子の引き抜く作用が強く、病害防除効果
が高くなる傾向にある。なお、仮焼酸化マグネシウムの詳細については上述した特許文献
１を参照することができる。
【００３１】
（２）非イオン型界面活性剤
　本発明の非イオン型界面活性剤（以下、単に「非イオン型界面活性剤」という）は、ポ
リオキシアルキレン基を有しＨＬＢ（Ｈｙｄｒｏｐｈｉｌｅ－Ｌｉｐｏｐｈｉｌｅ　Ｂａ
ｌａｎｃｅ）値が１４．５以下である。ＨＬＢ値が１４．５を上回ると、親水性が強くな
り、多価フェノールの水酸基との相互作用が強くなりすぎるため、多価フェノールの機能
が損なわれ、植物病害防除効果が低くなる傾向がある。ポリオキシアルキレン基としては
、ポリオキシエチレン基（ポリエチレングリコール基）、ポリオキシプロピレン基、ポリ
オキシブチレン基などを挙げることができる。このうち特に、後述する植物表面や病原菌
の多価フェノールとの機能を損なわないほどの水素結合により、植物病害防除効果に優れ
ることから、ポリエチレングリコール基が好ましい。ＨＬＢ値は、好ましくは１２．５以
上である。ＨＬＢ値が１２．５を下回ると疎水性が強くなり、多価フェノールの水酸基と
の相互作用が弱くなりすぎるため、後述する多価フェノールの活性部位（水酸基）のマス
キングが起こりにくく、仮焼酸化マグネシウムと植物多価フェノールの反応による不溶性
の錯体形成が阻害されず、植物病害防除効果が低くなる傾向がある。なお、この場合にお
ける多価フェノールの機能とは、フェノール部位からの水素原子引き抜きにより、ラジカ
ルを発生させる機能を意味する。
【００３２】
　また、非イオン型界面活性剤は、親水基としてポリエチレングリコール基を、疎水基と
して脂溶性の高い官能基、例えば炭素数４～２０のアルキル基又はアリール基を有するも
のが好ましい。このような非イオン型界面活性剤の具体例としては、オクチルフェノール
ポリエチレングリコールエーテル（ＨＬＢ＝１３．０、商品名：Ｎｏｎｉｄｅｔ　Ｐ－４
０）及びノニルフェニルポリエチレングルコール（ＨＬＢ＝１３．５、商品名：Ｔｒｉｔ
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ｏｎ　Ｘ－１００）、ポリオキシエチレン分枝型ノニルシクロヘキシルエーテル（ＨＬＢ
１３．５、商品名：Ｔｒｉｔｏｎ　Ｎ－１０１）、ポリオキシエチレン分枝型ノニルフェ
ノキシポリエトキシエタノール（ＨＬＢ１３．８、商品名：Ｔｒｉｔｏｎ　Ｎ－１１１）
などを挙げることができる（Ｎｏｎｉｄｅｔ、Ｔｒｉｔｏｎはいずれも登録商標）。非イ
オン型界面活性剤は、単独で用いてもよく、２種以上を混合して用いてもよい。
【００３３】
　これらのうち、植物病害防除効果に優れる点から、親水基としてポリエチレングリコー
ル基を、疎水基として炭素数４～２０のアルキル部位を含むアルキルフェニル基を有する
ものが好ましく、特に、オクチルフェノールポリエチレングリコールエーテル及びノニル
フェニルポリエチレングルコールから選択される１種類以上（単独又は併用）が好ましい
。
【００３４】
　非イオン型界面活性剤の含有量は、水希釈により調整した植物病害防除剤の全量に対し
て、０．０１５～１．０質量％の範囲内であり、好ましくは０．０３～０．７質量％の範
囲内であり、より好ましくは０．０５～０．５質量％の範囲内である。非イオン型界面活
性剤の含有量が０．０１質量％を下回ると濃度的に水素結合作用が弱く、植物病害防除効
果が低くなる傾向にあり、また１．０質量％を上回ると、植物表面クチクラを溶解し、植
物に害作用を与えやすくなる。
【００３５】
　植物病害防除剤は、上記の非イオン型界面活性剤を含有することで、仮焼酸化マグネシ
ウムの植物病害防除効果を顕著に向上させることができる。以下、このメカニズムについ
て詳細に説明する。
【００３６】
　植物病害防除剤に上記の非イオン型界面活性剤が含まれると、葉面など植物の表面に存
在する多価フェノール中の水酸基と非イオン型界面活性剤のポリオキシアルキレン基（例
えば、ポリエチレングリコール基）との間で弱い水素結合が生じる。この水素結合により
、多価フェノールの機能が損なわれることなく多価フェノールの活性部位がマスキングさ
れ、仮焼酸化マグネシウムのマグネシウムイオンと植物の多価フェノールとの反応による
不溶性の錯体形成が阻害される。これにより、仮焼酸化マグネシウムの表面での活性酸素
種の発生量が増加することから、仮焼酸化マグネシウムのラジカル発生による抵抗性遺伝
子の発現機能が多価フェノールによって抑制されることなく、植物病害防除効果が向上す
ると推測される。
【００３７】
　さらに、非イオン型界面活性剤によるミセル形成により活性物質の溶媒中へ仮焼酸化マ
グネシウムが可溶化しやすくなったり分散性が向上したりすることから、固体である病原
体や植物と仮焼酸化マグネシウムとの接触面積が向上する。これによる植物病害防除効果
も得られていると推測される。
【００３８】
（３）その他の成分
　本発明の効果を阻害しない範囲内で、植物病害防除剤にはその他の成分を添加すること
ができる。このような成分として、例えば、腐植酸を挙げることができる。ここでいう腐
植酸は、亜炭や泥炭の硝酸分解物の中和塩、またはバーク堆肥として製造される市販製品
の主成分となる腐植酸塩を指す。腐植酸を含む本発明に係る植物病害防除剤は、さらに優
れた植物病害防除効果を示す。この理由は、腐植酸中の多価フェノールモエティーが仮焼
酸化マグネシウムよりアルカリ自動酸化を受けること、および腐植酸中のフェノール性水
酸基が固体塩基触媒である仮焼酸化マグネシウムの作用により水素原子が引き抜かれるこ
とでラジカル種の発生を促進するためと推測される。このため、仮焼酸化マグネシウムと
腐植酸を併用することで、仮焼酸化マグネシウムを単独使用した場合と比較して抵抗性遺
伝子がより高度に発現して病害の抑制防除効果が高まると考えられる。本発明に係る植物
病害防除剤において、腐植酸含有量は、仮焼酸化マグネシウム１００質量部に対し、２０
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～２００質量部であることが好ましく、５～４０質量部がより好ましい。また、腐植酸は
、液体状のものであってもよい。
【００３９】
　さらに、本発明の目的を阻害しない範囲内で、例えば上記の非イオン型界面活性剤以外
の界面活性剤などの展着剤や、クレーやホワイトカーボンなどの増量剤、珪砂などの気泡
抑制剤などを添加することもできる。
【００４０】
２．植物病害防除方法
　本発明の植物病害防除方法（以下、単に「植物病害防除方法」という）は、水酸化マグ
ネシウムを４００～１０００℃で焼成することにより得られる酸化マグネシウム（すなわ
ち、仮焼酸化マグネシウム）と、ポリオキシアルキレン基を有しＨＬＢ値が１４．５以下
の範囲内の非イオン型界面活性剤と、を併用する方法である。また、別の観点からは、ラ
ジカル種を生成する酸化マグネシウム（仮焼酸化マグネシウム）と、ポリオキシアルキレ
ン基を有しＨＬＢ値が１４．５以下の範囲内の非イオン型界面活性剤と、を併用する方法
でもある。これらの場合においても，上記の植物病害防除剤と同様の理由で、ＨＬＢ値は
好ましくは１２．５以上である。
【００４１】
　植物病害防除方法としては、上記の仮焼酸化マグネシウムと非イオン型界面活性剤とを
予め混合した植物病害防除剤を施用する方法のほか、上記の仮焼酸化マグネシウムと非イ
オン型界面活性剤とを別々に施用する方法を挙げることができる。以下、植物病害防除方
法の詳細について説明する。
【００４２】
（１）植物病害防除剤を施用する方法
　上述した植物病害防除剤を用いることを特徴とする方法である。具体的な施用方法とし
ては、植物病害防除剤を、土壌作土層に混和するか、育苗培土に混和することが好ましい
。植物病害防除剤を播種あるいは定植前に土壌作土層に混和する場合の施用量としては、
１０ａ当り１０～２００ｋｇが好ましく、３０～１３０ｋｇがさらに好ましい。多量の施
用の場合には、土壌ｐＨが好ましくない域になることがある。植物病害防除剤を１０ａ当
り１０～２００ｋｇの施用量で土壌作土層に混和した場合、１０～９７％の発病抑制効果
が期待できる。
【００４３】
　また、植物病害防除剤の施用方法として、植物病害防除剤を、播種前の育苗培土に０．
０１～１．０質量％混和し、病原菌に汚染された本圃に移植した場合にも発病抑制効果が
期待でき、２０～７０％の発病抑制率を示す。
【００４４】
　さらに、植物病害防除剤を葉面処理した場合にも発病抑制効果が期待できる。植物病害
防除剤の葉面処理の方法としては、植物病害防除剤の水懸濁液からなる散布剤を茎葉に塗
布することや、散布剤に茎葉を浸漬することなどが含まれる。例えば、１００～２０００
倍、好ましくは５００～１０００倍となるように植物病害防除剤を水などに希釈した水懸
濁液を、非汚染の培土で育苗した幼苗に散布器などで茎葉部が適当に濡れるよう十分量茎
葉散布し、病原菌に汚染された本圃に移植した場合にも３０～９７％の発病抑制率を示す
。
【００４５】
　また、植物病害防除剤を根部浸漬する施用方法も有効である。根部浸漬する施用方法と
しては、例えば、植物病害防除剤の０．０１～１．０％水懸濁液に苗の根部を１～６０秒
間浸漬する方法を挙げることができる。
【００４６】
　さらにまた、植物病害防除剤を株元灌注する施用方法も有効である。株元灌注する施用
方法としては、例えば、植物病害防除剤の０．０１～１．０％水懸濁液を根圏土壌に対し
て０．０３～０．３％（Ｖ／Ｗ）となるように、株周辺に注入する方法を挙げることがで
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きる。
【００４７】
（２）仮焼酸化マグネシウムと非イオン型界面活性剤を別々に施用する方法
　植物病害防除方法としては、上述した仮焼酸化マグネシウムと非イオン型界面活性剤と
を別々に施用し、最終的に両者が混合されるようにする方法も採用することができる。仮
焼酸化マグネシウムは、水に分散させた懸濁液や粉末などを使用することができる。また
、非イオン型界面活性剤は、溶液状のものを使用することができる。
【００４８】
　両者の施用順序は、特には限定されず、仮焼酸化マグネシウムの後に非イオン型界面活
性剤を施用してもよく、非イオン型界面活性剤の後に仮焼酸化マグネシウムを施用しても
よく、あるいは両者を同時に施用対象に施用してもよい。なお、植物の葉や株などに直接
施用する場合は、非イオン型界面活性剤を先に施用すると、仮焼酸化マグネシウムが植物
や病原菌表面の多価フェノールに接触する前に非イオン型界面活性剤による多価フェノー
ルのマスキング作用を発揮させることができるため、より好ましい。
【００４９】
　仮焼酸化マグネシウムと非イオン型界面活性剤の施用量は、その合計量が上記の「（１
）植物病害防除剤を施用する方法」で説明した施用量となるように設定すれば、特に限定
されない。
【００５０】
　上述した植物病害防除剤や植物病害防除方法の対象となる植物病害としては、土壌病害
だけでなく空気感染なども含めた幅広い植物病害を挙げることができ、このような植物病
害として、例えば、下記表１に示すような病害を挙げることができる。
【００５１】
【表１】

【実施例】
【００５２】
　以下、本発明を実施例に基づいて具体的に説明するが、これらは本発明の目的を限定す
るものではない。
【００５３】
＜実験例１：仮焼酸化マグネシウムの胞子殺生性の増強効果に及ぼす非イオン型界面活性
剤の種類の影響＞
　原料となる水酸化マグネシウムを外熱式ロータリーキルンで８００℃、１０分間焼成す
ることにより、仮焼酸化マグネシウム（以下、「Ｃ－ＭｇＯ」という）を得た。得られた
Ｃ－ＭｇＯの化学組成を分析した結果、ＭｇＯ：９５．８％、ＣａＯ：０．５４％、Ｓｉ
Ｏ２：０．１３％、Ｆｅ２Ｏ３：０．０５％、Ａｌ２Ｏ３：０．０５％であった。
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【００５４】
　Ｃ－ＭｇＯの０．１％（ｗ／ｖ）懸濁液（９０μｌ）にＣｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｕｍ　
ｄｅｓｔｒｕｃｔｉｖｕｍ（Ｃ．　ｄｅｓｔｒｕｃｔｉｖｕｍ）の胞子懸濁液（５×１０
７個／ｍｌ、１０μｌ）を混合した。混合溶液には非イオン型界面活性剤として０．１％
（ｗ／ｖ）のＴｒｉｔｏｎ　Ｘ－１００（オクチルフェノールポリエチレングリコールエ
ーテル；Ｓｉｇａｍ－Ａｌｄｒｉｃｈ製）、Ｎｏｎｉｄｅｔ　Ｐ－４０（ノニルフェニル
ポリエチレングリコール；アグロカネショウ製）、Ｔｗｅｅｎ　２０（ポリエチレングリ
コールソルビタンモノラウレート；ナカライテスク製）、及びＴｗｅｅｎ　８０（ポリエ
チレングリコールソルビタンモノオレート；ナカライテスク製）、のいずれかを混合した
。混合液を暗黒下、２５℃で３時間静置した後、エバンスブルー染色液（５０ｍｇ／ｍｌ
、１０μｌ）を加え、３０分間染色した後、エバンスブルー陽性となる死胞子率を計測し
た。その結果を表２に示す。
【００５５】
【表２】

【００５６】
　非イオン型界面活性剤の中でも、疎水基の脂溶性の高いＨＬＢが１３．０～１３．５の
Ｎｏｄｉｎｅｔ　Ｐ－４０（実施例１）とＴｒｉｔｏｎ　Ｘ－１００（実施例２）が高い
炭そ病菌死胞子率を示した。なお、Ｎｏｄｉｎｅｔ　Ｐ－４０とＴｒｉｔｏｎ　Ｘ－１０
０が死胞子率を著しく高めた理由として、これらの非イオン型界面活性剤の親水基である
ポリエチレングリコール基が、活性酸素種を発生する基質となる多価フェノールを弱くマ
スキングし、Ｍｇイオンとの反応による不溶性錯体形成を抑制したことに因ると考えられ
る。なお、同じポリエチレングリコール基を含むＴｗｅｅｎ　２０とＴｗｅｅｎ　８０の
場合は、ポリエチレングリコール基に結合したモイエティーが親水性であることから、結
果的にＨＬＢが高くなりすぎて、植物病害効果が低くなっていると考えられる。
【００５７】
＜実験例２：多価フェノール存在下での仮焼酸化マグネシウムのスーパーオキシド発生に
及ぼす非イオン型界面活性剤の効果＞
　上記の効果は、多価フェノール（タンニン酸）から発生するスーパーオキシドを次に示
すホルマザン法で測定することで評価した。
【００５８】
　まず、Ｃ－ＭｇＯの１％（ｗ／ｖ、蒸留水に溶解）懸濁液（１００μｌ）、タンニン酸
溶液（２０μｇ／ｍｌ、１００μｌ）およびニトロブルーテトラゾリウム溶液（１ｍｇ／
ｍｌ　、１００μｌ）を混合し、更に非イオン型界面活性剤として、Ｔｒｉｔｏｎ　Ｘ－
１００を０．１％（ｗ／ｖ）加えた。コントロールとして蒸留水（ＮａＯＨでｐＨ１１に
調整）と、上記の非イオン型界面活性剤の添加液と、Ｃ－ＭｇＯの分散液を用いた。
【００５９】
　これらの混合液を室温下で３０分間静置した後、乳酸（２００μｌ）を加えてＣ－Ｍｇ
Ｏを溶解した。１２，０００×ｇで１０分間遠心後、ペレットを蒸留水で２回、９９％エ
タノールで２回洗浄した。洗浄後のペレットを１ｍｌの溶解液（ＤＭＳＯ、２Ｍ　ＫＯＨ
（１．６：１））で溶解した後、６３０ｎｍの吸光度を測定し、スタンダード溶液を用い
た検量線によってホルマザンを定量した。その結果を表３に示す。この結果から、非イオ
ン型界面活性剤の添加によりスーパーオキシドの発生量が著しく増えることがわかった。
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【００６０】
【表３】

【００６１】
＜実験例３：仮焼酸化マグネシウムの胞子殺生性の増強効果に及ぼす非イオン型界面活性
剤の濃度の影響＞
　Ｃ－ＭｇＯを０．５％（ｗ／ｖ）、非イオン型界面活性剤としてＴｒｉｔｏｎ　Ｘ－１
００を用い、添加濃度０、０．０１、０．０２、０．０５とした。胞子殺生性の試験法は
実験例１に示したとおりである。その結果を表４に示す。この結果から、Ｔｒｉｔｏｎ　
Ｘ－１００の添加濃度が０．３７ｍＭ以上で死胞子率が著しく高くなることがわかった。
【００６２】
【表４】

【００６３】
＜実験例４：２種類の炭そ病菌の胞子殺生作用に及ぼす非イオン型界面活性剤の増強効果
＞
　Ｃ－ＭｇＯの０．１％（ｗ／ｖ）懸濁液（９０μｌ）又はアルカリ水（ｐＨ１１、Ｎａ
ＯＨで調製、９０μｌ）に２種類の炭そ病菌Ｃｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｕｍ　ｄｅｓｔｒｕ
ｃｔｉｖｕｍ（Ｃ．　ｄｅｓｔｒｕｃｔｉｖｕｍ）とＣｏｌｌｅｔｏｔｒｉｃｕｍ　ｇｌ
ｏｅｏｓｐｏｒｉｏｉｄｅｓ（Ｃ．　ｇｌｏｅｏｓｐｏｒｉｏｉｄｅｓ）の胞子懸濁液（
５×１０７個／ｍｌ、１０μｌ）をそれぞれ添加した。さらに、これらの溶液に非イオン
型界面活性剤Ｔｒｉｔｏｎ　Ｘ－１００を０．１％（ｗ／ｖ）混合した。その他の条件は
、実験例１のとおりである。その結果を表５に示した。この結果から、Ｃ－ＭｇＯに添加
した非イオン型界面活性剤の胞子殺生性は、種類の異なる炭そ病菌に対しても同様である
ことがわかった。
【００６４】

【表５】

【００６５】
＜実験例５：メロンうどんこ病に対する非イオン型界面活性剤の発病抑制増強効果＞
　畑地圃場（砂壌土）に設置したビニールハウス内（１５～３０℃に管理）で、メロン（
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品種アールスセーヌ）を株間９０ｃｍ、うね幅５００ｃｍの全農式ドレンベッドで３ヶ月
間栽培した株に自然発生したうどんこ病を対象に試験した。
【００６６】
　Ｃ－ＭｇＯは１，０００倍希釈、非イオン型界面活性剤であるアグラー（ノニルフェニ
ルポリエチレングリコール；アグロカネショウ製）は５，０００倍希釈、対照薬剤ベルク
ート水和剤（日本曹達（株）製）は１，０００倍希釈したものを、それぞれ２週間おきに
、株当たり３００ｍｌを５回散布した。茎葉散布後２及び３週間後の発病度を、上位本葉
５枚を対象にして発病程度別に調査し、次の式により発病度を求めた。
発病度＝Σ（程度別発病葉数×指数）＊１００／（調査数×４）
　指数・・・０：発病なし、１：１～５％、２：６～２５％、３：２６～５０％、４：５
１％以上（％は病斑面積率）
　この結果を表６に示す。その結果、Ｃ－ＭｇＯとアグラーの併用による著しい発病抑制
効果が認められた。
【００６７】

【表６】
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